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福祉部 

議案第１０３号 令和４年度大津市一般会計の決算の認定についてのうち、

福祉部の所管する部分及び教育委員会の所管する部分のうち福祉部が補

助執行した部分について 

 

 令和４年度大津市一般会計のうち、福祉部の所管する決算の状況及び教

育委員会の所管する部分のうち、福祉部が補助執行した部分の決算の状況

につきまして、「主要な施策の成果説明書」に基づき、主な項目の説明をさ

せていただきます。 

 なお、説明中に記載しております金額につきましては、前年度決算額との

増減を表しております。 

 歳入から、ご説明させていただきます。 

 ２２ページをお願いいたします。 

 款１４分担金及び負担金、項２負担金の説明欄、目１民生費負担金、節３児

童福祉費負担金のうち、「②公立保育所給食費」は、幼児教育・保育無償化

に伴い、令和元年１０月から給食費実費相当分として保護者から徴収してい

るもので、園児数の減少により、１２３万円余りの減額となり、「③保育所運

営費負担金」は、民間保育所の保育料で、民間保育所の認定こども園への

移行により、６，１４２万円余りの減額となりました。 

 「⑤母子生活支援施設運営費負担金」は、他都市からの母子の入所受託に

伴う負担金で、受託世帯の増加により、６９２万円余りの増額となりました。 

 「⑦児童クラブ間食費負担金」は、各児童クラブの利用者から徴収する 1

食あたり１１０円のおやつ代であり、児童クラブの需要の高まりに伴い、公

立児童クラブの入所児童数が増加したことにより、４４１万円余りの増額と

なりました。 

 ２４ページをお願いいたします。 

 款１５使用料及び手数料、項１使用料の説明欄、目２民生使用料、２５ペー

ジの節１社会福祉使用料のうち、「④児童発達支援等使用料」から「⑧障害

児相談支援サービス使用料」は、やまびこ総合支援センター、北部子ども療

育センター、及び東部子ども療育センターで実施している障害児者の通所

支援サービス等に係る給付費、及び給食代等利用者実費負担分、並びに「や

まびこ」と「わくわく」の相談支援事業所の相談支援事業に係る給付費であ

り、令和３年度に比べ、利用者数の減少により、１，００４万円余りの減額と

なりました。 

 節２児童福祉使用料のうち、「③公立保育所保育料」と「④公立保育所延長
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保育料」は、公立保育所の保育料、及び延長保育の保育料であり、公立保育

所の保育料は園児数の減少により、６４３万円余りの減額となり、公立保育

所延長保育料は園児数や利用者数の減少により、６１万円余りの減額とな

りました。 

 「⑥児童クラブ保育料」は、各児童クラブの利用に係る一月当たり１万円の

保護者負担金であり、児童クラブ間食費負担金と同様に、公立児童クラブ

の入所児童数が増したことにより、１，５９３万円余りの増額となりました。 

 「⑦児童クラブ延長保育料」は、各児童クラブの午後６時から午後７時まで

の延長保育料であり、児童クラブ保育料と同様に、１０万円余りの増額とな

りました。 

 ２７ページをお願いいたします。 

 下段の目８教育使用料、２８ページをお願いいたします。節３幼稚園使用

料のうち、「②幼稚園一時預かり保育料」は、公立幼稚園で実施している預

かり保育に係る保育料であり、利用人数の増加により、２７万円余りの増額

となりました。 

 項２手数料の説明欄、２９ページの目２民生手数料、節２児童福祉手数料

のうち、「④児童クラブ登録手数料」は、児童クラブへの１万円の登録費であ

り、児童クラブ保育料と同様に、７６万円の増額となりました。 

 ３２ページをお願いいたします。 

 款１６国庫支出金、項１国庫負担金の説明欄、目１民生費国庫負担金、節１

社会福祉費国庫負担金の表中、「中国残留邦人生活支援費負担金」は、中国

残留邦人世帯への支援給付費に係る負担金であり、主に医療支援給付費の

増額の見込みであったことにより、６４２万円余りの増額となり、「生活困窮

者自立相談支援事業費等負担金」は、生活に困窮する方の自立に向けた相

談支援事業費や離職などで住居を失う恐れのある方に一定の期間、家賃を

補助する住居確保給付金事業費に係る負担金であり、住居確保給付金の申

請が減少したことにより、１，３２９万円余りの減額となりました。 

 節２障害福祉費国庫負担金は、障害児者への給付費に係る負担金であり、

利用件数の伸び等により、３億９７８万円余りの増額となりました。 

 節４児童福祉費国庫負担金の表中、「児童扶養手当負担金」は、ひとり親

家庭の親などに児童の健やかな成長を願って支給した手当に係る負担金

で、受給対象者数の減少により、９０６万円余りの減額となり、次の、「母子

生活支援施設運営費負担金」は、入所措置費（市内及び広域）に係る負担金

で、入所者の増加により、５７８万円余りの増額であり、次の、「児童手当負

担金」は、中学生までの児童を対象として支給した児童手当に係る負担金
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で、支給対象児童数の減少により、７，３１５万円余りの減額であり、３３ペー

ジに移りまして、「特例給付負担金」は、所得制限で、児童手当の支給となら

ない受給者に対する給付で、支給対象児童数の減少により、６，０１９万円余

りの減額となりました。 

 節５生活保護費国庫負担金の表中、「生活保護費負担金」は、生活保護世

帯に支給している扶助費に係る負担金であり、医療扶助費等増額の見込み

であったことにより、１億１，４４８万円余りの増額となりました。 

 項２国庫補助金、説明欄の目１総務費国庫補助金、節１総務管理費国庫補

助金のうち、３４ページから３９ページまでの表中「新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金」は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止策

として地域の実情に応じてきめ細やかに効果的・効率的に行う事業に対す

る補助金であり、そのうち、当部に係る補助金の主なものは、３４ページを

お願いいたします。 

 表の１３段目、「大津市新生児等特別定額給付金」は、新型コロナウイルス

感染症の感染リスクに不安を抱えながら新生児等を養育されている家庭に

対して、新生児等の健やかな成長を願い、応援するための給付金でありま

す。 

 次の「子育て世帯生活支援特別給付事業」は、新型コロナウイルス感染症

による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する低所得の子

育て世帯に対し、生活の支援を行うための給付金であります。 

 次の「やまびこ総合支援センター空調設備改修事業」は、十分な換気をと

ることで新型コロナウイルス感染症の三密対策を徹底するための空調設備

機器の改修工事費であります。 

 ３５ページをお願いいたします。 

 １段目「公立幼稚園における感染症対策のための改修整備事業」は、トイレ

や網戸の改修等を行ったものであり、次の「保育園空調設備更新事業」は、

空調機の能力を上げることで保育室内の空気の循環効率を高めるため、空

調機の更新に要した経費であります。 

 ３６ページをお願いいたします。 

 １２段目「保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金」は、民間

保育所等の新型コロナウイルス感染症対策のための衛生用品等の購入に係

る補助金であり、次の「保育所等感染症対策環境改善事業費補助金」は、民

間保育所等の新型コロナウイルス感染症対策のためのトイレの乾式化や空

調機などの改修に係る補助金であります。 

 最下段から３７ページにかけての「新型コロナウイルス感染症対策に係る
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障害福祉サービス等衛生管理体制確保及びサービス継続支援事業」は、新

型コロナウイルス感染症対策の徹底のために必要となる衛生用品を購入す

る経費に係る補助金であり、次の「新型コロナウイルス感染症対策に係る障

害福祉サービス事業所等への抗原定性検査キット確保支援事業は、障害福

祉サービス事業所の感染症に係る重点的検査の実施に必要な抗原検査キ

ット購入経費に係る補助金であります。 

 １５段目「大津市ひとり親家庭子育て臨時給付金」は、ひとり親に対する経

済的支援として実施した給付金に係る補助金であります。 

 ２０段目「大津市民間教育・保育施設給食費負担軽減助成金」は、給食食材

費高騰の影響を受けている保育施設等への助成金であります。 

 ３８ページをお願いいたします。 

 １５段目「幼稚園の保育室整備事業」は、密を避けた活動を行うため、新た

に独立した保育室を整備したものであります。 

 ２２段目「妊娠出産子育て支援交付金」は、妊娠期から出産・子育てまでの

一貫した相談支援の充実と、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対する

出産育児等の負担軽減を図る経済的支援を一体的に実施することを目的

に創設された「出産・子育て応援交付金」に係る補助金であります。 

 ３９ページをお願いいたします。 

 目２民生費国庫補助金、節１社会福祉費国庫補助金の表中、「生活困窮者

就労準備支援事業費等補助金」は、認知症等で判断能力の低下した方への

成年後見制度の利用支援事業や就労に際して課題がある方への就労準備

支援事業、また、住居を持たない人などに一時的に宿泊場所や衣食を提供

し支援する一時生活支援事業に係る補助金であります。 

 ４０ページをお願いいたします。 

 「新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金」は、新型コロナ

ウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業、及び家計改善支援事業、

低所得のひとり親やひとり親世帯以外の子育て世帯に対して、生活の支援

を行う子育て世帯生活支援特別給付金に係る交付金であります。 

 ３段目の「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援事業費補助金は、電力・

ガス・食糧品等の物価高騰により特に家計への影響が大きい低所得の世帯

に対する給付金支給事業に係る補助金であります。 

 繰越分の表中「住民税非課税世帯等臨時特例支援事業費補助金」は、新型

コロナウイルス感染症の影響の長期化により困窮する住民税非課税世帯等

に対する給付金支給事業に係る補助金であります。 

 節２障害福祉費国庫補助金の表中、「障害者地域生活支援事業費補助金」
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において、当部に関するものは、障害者移動支援事業等の地域生活支援事

業等に係る補助金であります。 

 ３段目の「社会福祉施設等整備費補助金」は、民間の障害者支援施設の整

備に対する補助金であります。 

 節４児童福祉費国庫補助金の表中、１段目「児童虐待防止対策支援事業費

補助金」は、家庭相談員の雇用経費や研修費用、子どもの居場所づくり事業

に係る補助金であり、 

 次の、「自立支援給付事業費補助金」は、母子家庭等の経済的自立を図る

ため、就職に有利な資格取得を目指す母親等の修業期間における生活負担

の軽減を図るために支給する給付金に係る補助金であります。 

 ５段目の、「出産・子育て応援交付金」は、妊娠期から出産・子育てまでの一

貫した相談支援の充実と、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対する出

産育児等の負担軽減を図る経済的支援を一体的に実施することを目的に

創設された「出産・子育て応援交付金」に係る補助金であり、４１ページをお

願いいたします。 

 ４段目の、「保育士等処遇改善臨時特例交付金」は、保育士等の処遇の改

善経費を補助する事業に係る交付金であり、次の、「子どものための教育・

保育給付交付金」は、民間保育所等の運営に要する費用の国庫負担分であ

ります。 

 １段飛んで次の、「子育てのための施設等利用給付交付金」は、幼児教育・

保育の無償化に伴い、無償化の対象となる施設等を利用する児童に対する

給付費の支給に要する費用の国庫負担分であり、次の、「保育対策総合支

援事業費補助金」は、保育士の負担軽減のための保育補助者雇上強化事業

等の経費に対する補助金のほか、保育環境改善等事業（新型コロナウイルス

感染症対策支援事業）として、トイレの乾式化や空調機、扇風機、網戸など

の改修に係る経費及び自宅送迎事業として送迎用バスに係る経費に対す

る補助金であり、次の、「子ども・子育て支援交付金」は、多様な事業者の参

入促進・能力活用事業、一時預かり事業や延長保育事業、病児保育事業、地

域子育て支援拠点事業、ファミリーサポートセンター事業、放課後児童健全

育成事業など、子育てに係る事業推進に対する補助金のほか、新型コロナ

ウイルス感染症対策事業として、衛生用品等の購入に係る補助金でありま

す。 

 ４２ページをお願いいたします。 

 繰越分の表中、「子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補助金」は、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている１８歳以下の児童を養育し
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ている子育て世帯を応援するための給付金に係る補助金であります。 

 節５生活保護費国庫補助金の表中、「生活困窮者就労準備支援事業費等

補助金」は、生活保護申請における面接相談員の人件費や、被保護者の就

労準備支援事業等に対する補助金であります。 

 ４７ページをお願いいたします。 

 款１７県支出金、項１県負担金の説明欄、目１民生費県負担金、節２障害福

祉費県負担金は、障害児者への給付費に係る負担金で、国庫負担金と同様、

利用件数の伸び等により、１億２，７９０万円余りの増額となりました。 

 節４児童福祉費県負担金の表中、４８ページの「児童手当負担金」は、国庫

負担金と同様、児童手当支給に係る県負担金であり、次の、「子どものため

の教育・保育給付費負担金」は、国庫補助金と同様、民間保育所等の運営に

要する費用の県負担分であり、次の、「子育てのための施設等利用給付費負

担金」は、無償化の対象となる施設等を利用する児童に対する給付費の支

給に要する費用の県負担金であります。 

 項２県補助金の説明欄、目１総務費県補助金、節１総務管理費県補助金の

表中、「自治振興交付金」は、県内市町がそれぞれの地域の実情に応じた施

策を展開するために行う事業に対し交付する補助金で、当部では、１０段目

からの障害児保育支援事業等に活用しました。 

 ４９ページをお願いいたします。 

 目２民生費県補助金、節１障害福祉費県補助金の表中、１段目の、「障害者

地域生活支援事業費補助金」のうち当部に関するものは、国庫補助金と同

様、障害者移動支援事業等の地域生活支援事業等に係る県補助金でありま

す。 

 ひとつ飛びまして、「重症心身障害者特別加算補助金」は、重症心身障害

者の入所施設びわこ学園等に入所する１８歳以上の者への補助の経費に係

るものであり、次の「社会的事業所運営費補助金」は、障害がある人もない

人も対等な立場で働く社会的事業所の運営費補助に係る県補助金であり

ます。 

 ５０ページをお願いいたします。 

 節３児童福祉費県補助金の表中、５段目の「出産・子育て応援交付金事業

補助金」は、妊娠期から出産・子育てまでの一貫した相談支援の充実と、妊

娠届出や出産届出を行った妊婦等に対する出産育児等の負担軽減を図る

経済的支援を一体的に実施することを目的に創設された「出産・子育て応

援交付金」に係る県補助金であります。 

 次の「保育対策総合支援事業費補助金」は、保育体制強化事業、保育所等
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建物賃借料補助事業に対する県補助金であり、次の「多子世帯等子育て応

援事業費補助金」は、国基準を超えて第３子以降の保育料、及び副食費を軽

減する事業に対する県補助金であります。 

 次の「地域子育て支援事業費補助金」は、多様な事業者の参入促進・能力

活用事業、一時預かり事業や延長保育事業、病児保育事業、地域子育て支

援拠点事業、ファミリーサポートセンター事業、放課後児童健全育成事業な

ど、子育てに係る事業推進に対する補助金のほか、新型コロナウイルス感染

症対策事業として、衛生用品等の購入に係る補助金であります。 

 ５３ページをお願いいたします。 

 目９教育費県補助金、節２幼稚園費県補助金の表中、「教育支援体制整備

事業費交付金」は、公立幼稚園園務改善のための ICT 化支援に係る事業、

及び幼稚園における新型コロナウイルス感染症対策事業として、衛生用品

等の購入に対する県補助金であります。 

 ５４ページをお願いいたします。 

 項３委託金、目２民生費委託金、節１社会福祉費委託金の表中、「戦没者遺

族等援護施行事務委託金」は、戦没者遺族等に対する特別弔慰金の事務の

ための県委託金であります。 

 ５５ページをお願いいたします。 

 節２障害福祉費委託金の表中、「医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者

支援事業委託金」は、県立特別支援学校に通学する医療的ケアを必要とす

る児童を送迎する保護者の負担軽減を図る支援事業の県委託金でありま

す。 

 ５６ページをお願いいたします。 

 款１８財産収入、項１財産運用収入、目１財産貸付収入、節１土地貸付収入、

５６ページの説明欄、③福祉部土地貸付収入は、民間保育施設等への貸付

によるものであります。 

 ５８ページをお願いいたします。 

 最下段の款２２諸収入、５９ページ項４雑入の説明欄、目４雑入、６０ページ

の節３民生費雑入、②生活保護費返還金から⑤生活保護費返還金（滞納繰

越分・その他）は、不正に受給した生活保護費等の返還金であります。 

 ６１ページをお願いいたします。 

 ㉖保育所等整備費補助金返還金は、事業者が整備費に要した経費の消費

税仕入控除税額に係る返還金であります。 

 歳入の説明は、以上でございます。 

 続きまして、歳出の説明をさせていただきます。 
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 ８４ページをお願いいたします。 

 款３民生費、項１社会福祉費、目１社会福祉総務費の説明欄、３．民生委員

児童委員関係事業費は、民生委員児童委員の活動を支援するための経費

や費用弁償などであります。 

 ４．社会福祉事業振興費は、大津市社会福祉協議会等の福祉関係団体へ

の補助であります。 

 ９．成年後見制度利用支援事業費は、成年後見制度の利用にあたって、本

市のサポートセンターの運営委託に係る経費等であります。 

 １０．ふれあいプラザ管理運営事業費は、ふれあいプラザの運営経費であ

り、施設修繕負担金の増額や空調設備更新工事設計業務の委託等により、

１，２８５万円余りの増額となりました。 

 １１．生活困窮者自立支援事業費は、生活困窮者への自立相談支援事業や

就労準備支援事業等の実施に係る経費であります。 

 ２１．生活困窮者自立支援金支給事業費は、社会福祉協議会が実施する特

例貸付を借り終えてもなお生活が困窮している世帯のうち、求職活動を行

うこと等の条件を満たした者に対し、支援金を給付することに係る経費で

あります。 

 ２２．住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業費は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響の長期化により困窮する住民税非課税世帯等に対して、

給付金を支給する事業に要した経費であります。 

 ２３．物価高騰対策緊急支援給付金支給事業費は、電力・ガス・食料品等の

価格高騰により特に家計への影響が大きい低所得世帯に対して、給付金を

支給する事業に要した経費であります。 

 目２障害福祉費の説明欄、８６ページをお願いいたします。 

 ３．障害福祉サービス費の、（１）障害福祉サービス費から（７）障害児サー

ビス費までは、障害者総合支援法に基づく、障害児者の居宅介護サービス

や施設サービスの利用に係る給付費等で、利用者や給付件数の増加等によ

り、５億１，９０８万円余りの増額となりました。 

 ４．障害者地域生活支援事業費の、（１）日常生活用具給付費から、８７ペー

ジ（９）地域移行支援事業費までは、障害者の日常生活用具給付や移動支援

事業などに係る事業費で、日中一時支援事業の利用件数の増加等により、

９６３万円余りの増額となりました。 

 ５．特別障害者手当等支給費は、特別障害者手当、障害児福祉手当等の給

付に係る経費で、受給者数の増加により、８８５万円余りの増額となりまし

た。 
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 ６．障害者就労等支援事業費は、障害福祉サービス事業所等用地等賃借料

補助件数の増加、及びおおつならではの就労移行支援対象の利用日数の

増加により、１２９万円余りの増額となりました。 

 ７．心身障害者福祉対策費、（１）心身障害者福祉対策費は、新型コロナウイ

ルス感染症対策事業費における対象事業の見直し等により、３，７１５万円

の減額となりました。 

 ８９ページをお願いいたします。 

 目３障害者福祉施設運営費の説明欄、２．やまびこ総合支援センター運営

費から４．障害福祉サービス事業費までは、やまびこ総合支援センター、北

部子ども療育センター、及び東部子ども療育センターの運営経費でありま

す。 

 ５．障害者福祉施設運営費は、障害者福祉センターの運営に係る経費であ

り、老朽化した空調設備機器の更新事業の完了等により、１，１６７万円余り

の減額となりました。 

 ９０ページをお願いいたします。 

 項２児童福祉費、目１児童福祉総務費の説明欄、９１ページの３．児童福祉

対策推進事業費、（２）子ども家庭福祉対策事業費のうち、①新生児等特別

定額給付金事業費は、新生児等を養育されている家庭に対して、新生児等

の健やかな成長を願い、応援するための給付金に係る経費であり、（３）出

産・子育て応援給付事業費は、妊娠期から出産・子育てまでの一貫した相談

支援の充実と、妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対する出産育児等の

負担軽減を図る経済的支援を一体的に実施することを目的に創設された

「出産・子育て応援交付金」に係る経費であり、（９）子育て世帯への臨時特

別給付事業費は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている１８歳以下

の児童を養育している子育て世帯を応援するための給付金に係る経費で

あります。 

 ６．子育て総合支援センター事業費は、子育て総合支援センター「ゆめっこ」

の運営経費であり、空調機器更新に係る工事費等により、１，００６万円余り

の増額となりました。 

 ７．子育て地域活動支援事業費は、指定管理により実施している「にじっ

こ」、及び「きらきらひろば」を含む６箇所のつどいの広場に係る運営経費で

あります。 

 ９．子どもの居場所づくり事業は、様々な要因により支援を必要とする子

どもたちが安心して過ごせる場所を提供し支援を行う事業に係る経費であ

ります。 
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 ９２ページをお願いいたします。 

 目２児童措置費の説明欄、１児童手当費の（１）児童手当支給事業費上段の

表は、区分別の受給者数、及び支給対象児童数で、下段の表は、区分別の児

童手当の支給額であり、支給額は、支給対象児童数の減少等により、１億９，

６９６万円余りの減額となりました。 

 （２）助産扶助費は、助産施設に入所し、出産に係る費用を助成する経費で

あり、入所者数の減少により、１，４９９万円余りの減額となりました。 

 目３公立保育所費の説明欄、２．公立保育所運営事業費は、公立保育所の

運営経費、及び施設管理費であります。 

 次の３．公立保育所施設整備事業費は、保育園の耐震整備工事の実施に

伴う工事費等であります。 

 目４民間保育施設費の説明欄、１．民間保育所児童運営費は、民間保育所

に支弁した運営費であり、５施設が保育所から認定こども園へ移行したた

め、５億６，７７７万円余りの減額となりました。 

 ９３ページをお願いいたします。 

 ２．施設型給付等支給事業費（保育）は、民間認定こども園の保育部分、及

び地域型保育事業の運営に要する費用を支弁するものであり、５施設の認

定こども園への移行により、７億４，５２７万円余りの増額となりました。 

 ９４ページをお願いいたします。 

 ３．施設等利用費等支給事業費（保育）は、幼児教育・保育の無償化に伴い、

幼稚園等での預かり保育の利用や認可外保育施設の利用に係る保育料を、

対象児童に支給するものであります。 

 ４．民間保育施設運営助成事業費は、（１）から９５ページの（１７）に記載の

各種補助を行っているものであります。 

 ５．一時預かり事業費は、一時的に家庭での保育ができない児童を預かる

事業や、幼稚園等で放課後や長期休暇期間等に預かり保育を行う事業を補

助するものであります。 

 ６．病児保育事業費は、市内６箇所で実施した病児保育事業の運営を補助

する事業であります。 

 ７．民間保育施設整備事業費補助金は、保育施設の施設整備等に係る補

助金で、消費税仕入控除税額に係る返還を行ったものであります。 

 目５母子福祉費の説明欄、２．母子父子福祉対策費の（１）母子父子福祉対

策事業費の③ひとり親家庭子育て臨時給付金事業費は、ひとり親家庭の子

育てを支援するために、児童扶養手当を受給している方を対象に一時金を

支給したものであります。 
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 ９６ページをお願いいたします。 

 ３．児童扶養手当支給事業費は、母子・父子家庭２，０８３世帯に児童扶養

手当を支給に係る経費であります。 

 ４．母子生活支援施設（しらゆり）運営事業費は、母子生活支援施設「母と

子の家しらゆり」の運営に係る経費であります。 

 ５．母子生活支援施設広域入所事業費は、市外の母子生活支援施設の利

用に係る経費であり、利用世帯の増により、１，６１４万円の増額となりまし

た。 

 目６児童クラブ費の説明欄、２．放課後児童健全育成事業費は、公立児童

クラブ３７箇所の運営経費、及び民間児童クラブ２８箇所に対する補助金で

あり、児童クラブの需要の高まりに伴う入所児童数の増加に対応するべく、

民間児童クラブを新たに２箇所開所したしたことなどにより、１，６２３万円

の増額となりました。 

 ３．児童クラブ施設整備事業費は、児童の生活の場に相応しい施設環境の

維持に係る経費であり、空調機設置工事や換気に伴う工事、トイレの洋式化

工事などの施工により、８２３万円余りの増額となりました。 

 目７児童館費の説明欄、２．児童館運営費は、市内に７館ある児童館を運

営するための経費であります。 

 項３生活保護費、９７ページの目２扶助費の説明欄、１．生活保護費（扶助

費）は、生活保護法に基づく保護費で、内訳は表のとおりですが、生活保護

受給世帯増加により、特に医療扶助費の増加等により、１億７，９３５万円の

増額となりました。 

 大きく飛びますが、１３３ページをお願いいたします。 

 款１０教育費、項４幼稚園費、目１幼稚園管理費の説明欄、２．物件費のう

ち、（１）幼稚園管理運営経費は、幼稚園の光熱水費や施設管理経費等の運

営経費であります。 

 ４．委託料は、施設の維持管理、通園バスの運行委託等に係る経費であり

ます。 

 ５．工事請負費は、晴嵐幼稚園の南園舎解体工事、上田上幼稚園保育室整

備工事、及び幼稚園の施設維持管理に係る工事費であります。 

 １３４ページをお願いいたします。 

 目２幼児教育振興費の説明欄、２．施設型給付等支給事業費（教育）は、民

間認定こども園の教育部分、及び子ども・子育て支援新制度に移行した私

立幼稚園の運営に要する費用を支弁するものであり、保育所から認定こど

も園への移行に伴い対象の児童数が増加したことにより、１億２，２２３万円



- 12 - 
 

余りの増額となりました。 

 ３．施設等利用費等支給事業費（教育）は、幼児教育・保育の無償化に伴い、

子ども子育て新制度に未移行の幼稚園に通園する児童の幼稚園保育料の

補助に要した費用であり、対象児童数の減少と過年度国県支出金の精算返

還金の増加により、２０２万円余りの増額となりました。 

 以上で、令和４年度大津市一般会計のうち、福祉部の所管する決算の状況、

及び教育委員会の所管する部分のうち、市長の補助機関たる職員をして補

助執行させている決算の状況についての説明とさせていただきます。 

 ご審議のほどよろしくお願いいたします。 


